
 

 

新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金交 

付要綱 

令和６年７月１日要綱第２１号 

改正 令和８年６月２日要綱第２０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、魅力的な地場産品の創出及び地域の活性化等に資するため、

町内での起業又は事業拡大に取り組もうとする事業者及び起業家に対し、新ひだ

か町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することにより、町の魅力発信と地域社会の活性化を図ることを

目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、クラウドファンディングとは、町が公募し採択した事

業を実施するための資金を、ふるさと納税制度を活用し、インターネットサイト

で寄附金を募り調達することをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

(1) 個人にあっては、町内に住所を有する者又は見込みのある者、法人にあって

は、町内に事務所若しくは事業所を有する者又は見込みがある者 

(2) 新たに起業しようとする者又は事業拡大に取り組もうとする者 

 (3) 市区町村税に滞納がないこと。 

 (4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条に規定する暴力団及び暴力団員ではないこと。 

 (5) この要綱によるクラウドファンディングにより集まった寄附（以下「寄附」

という。）の額が目標金額に達しない場合においても、当該事業を実施するこ

とができる者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業は、次に掲げるもののうち、当該事業により新た

に創出された特産品等が当町のふるさと納税の返礼品として活用でき、補助金の

交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の額の合計が１００万円



 

 

以上である事業とする。 

 (1) 特産品の開発又は製造に資する事業 

(2) 地域の活性化に資する事業 

(3）関係人口又は交流人口の増加に資する事業 

 (4）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事業 

 （補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、別表第１に掲げる経費とする。 

（補助金額） 

第６条 補助金の額は、次に掲げる額のいずれか低い額とする。 

 (1) 寄附の額の２分の１に相当する額 

 (2) 補助対象経費の合計額 

２ 補助金の額の算出にあたり、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（事業の認定） 

第７条 クラウドファンディングにより寄附金を集めようとする事業者等（以下

「事業認定申請者」という。）は、次に掲げる書類を町長に提出しなければなら

ない。 

(1) 新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業認定申請書（別

記様式第１号） 

(2) 事業計画書（別記様式第２号） 

(3) 収支予算書（別記様式第３号） 

(4) 宣誓書（別記様式第４号） 

(5) 許認可等を必要とする業種の場合は、許認可証等の写し 

(6) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、 

 事業の認定の適否を決定し、新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税

活用事業認定（不認定）通知書（別記様式第５号）により、事業認定申請者に通

知するものとする。 

（事業認定の変更承認申請） 

第８条 前条の規定による事業の認定を受けた者は、当該認定を受けた内容に変更

が生じるときは、新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補



 

 

助金変更承認申請書（別記様式第６号）に当該変更の内容のわかる書類を添えて

町長に提出し、その承認を得なければならない。ただし、当該変更が軽微なもの

であるときは、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する軽微なものとは、補助対象経費の合計額に２割以内の

増減が生じる場合等をいう。 

（事業認定の変更決定） 

第９条 町長は、前条の規定による変更申請があったときは、速やかに変更の可否

を決定し、新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金変

更承認（不承認）決定通知書（別記様式第７号）により、申請者に通知するもの

とする。 

 （寄附の募集） 

第１０条 町長は、前条第２項の規定により事業を認定したときは、期限を定めて

ふるさと納税インターネットサイトにおいて寄附金を募集するものとする。 

 （寄附金額の通知） 

第１１条 町長は、寄附金の募集期間が終了し、寄附金額が確定したときは、新ひ

だか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業寄附金額確定通知書（別

記様式第８号）により、事業認定申請者にその金額を通知するものとする。 

（交付申請） 

第１２条 事業認定申請者は前条の規定による通知を受けたときは、新ひだか町

クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金交付申請書（別記様式

第９号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第１３条 町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審

査し、適当と認める場合は、補助金の交付の決定を行い、新ひだか町クラウドフ

ァンディング型ふるさと納税活用事業補助金交付（却下）決定通知書（別記様式

第１０号）により、当該申請者に通知するものとする。  

（交付決定後の変更申請） 

第１４条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は、当該決定を受けた内容に変更が生じるときは、第８条の規定を準用

する。 



 

 

（交付決定後の変更決定） 

第１５条 町長は、前条の規定による変更申請があったときは、第９条の規定を

準用する。 

 （実績報告） 

第１６条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに新ひだか町ク

ラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金実績報告書（別記様式第１

１号）に町長が必要と認める書類を添付して、町長に提出しなければならない。 

 （補助金額の確定及び交付） 

第１７条 町長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、速やかに

その内容を審査し、補助対象事業が適正に遂行されたと認めたときは、補助金の

額を確定し、新ひだか町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金

額確定通知書（別記様式第１２号）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定による確定通知を受けた場合は、新ひだか町クラウ

ドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金交付請求書（別記様式第１３号）

により、町長に対して補助金の請求をしなければならない。 

３ 町長は、前項の規定による請求を受けたときは、補助事業者に対し、速やかに

補助金を交付するものとする。 

（補助金の取消し及び返還） 

第１８条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の

交付決定の全部または一部を取り消し、既に交付した補助金があるときは、その

全部又は一部の返還を求めるものとする。 

(1) 偽りその他不正の行為により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

(2) その他町長が補助金の交付決定が不適当と認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、新ひだか

町クラウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金取消通知書（別記様

式第１４号）により補助事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により補助金の返還を求めるときは、新ひだか町クラ

ウドファンディング型ふるさと納税活用事業補助金返還請求書（別記様式第１

５号）により、期限を定めて請求するものとする。 

（報告及び調査） 



 

 

第１９条 町長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して当該事業の

状況について報告を求め、又は実地調査をすることができる。 

（雑則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 

   附 則（令和８年６月２日要綱第２０号） 

この要綱は、令和８年６月２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１（第５条関係） 

科 目 内      容 

報償費 講師、アドバイザーへの謝礼等 

旅費 講師、アドバイザーへの交通費、宿泊費等 

需用費 印刷製本費、修繕料等 

役務費 通信運搬費等 

委託料 設計費等 

使用料及び賃借料 機器及び施設等の使用料、借上料 

工事請負費 新築、増改築費等 

財産購入費 工場・作業場等の建物取得費、土地購入費 

備品購入費 機械等 

その他町長が特に必要と認める経費 

ただし、公租公課（消費税及び地方消費税は除く）、官公署に支払う手数料等、 

人件費、飲食費、その他社会通念上不適切と認められる経費は対象経費に含まな 

い。 

 

 


